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〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町

発行所　　京 都 府
政 策 法 務 課
電  話 （075） 414-4037

〒602-8048 京都市上京区下立売通小川東入　　　　

印刷所　　中 西 印 刷 株 式 会 社
電  話 （075） 441-3155

　告　　　　示　

京都府告示第612号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項及び第53条第１項に規定する指定居宅サービス事業者及び指定介
護予防サービス事業者を次のとおり指定した。

　令和６年12月17日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

告　　　　　示

○介護保険法に基づく指定居宅サービス事
業者等の指定　 （高齢者支援課）  919

○介護保険法に基づく指定居宅サービス事
業者等の廃止　 （　　 〃 　　）  920

○京都府地域密着型サービス等整備等助成
事業補助金交付要綱の一部を改正する告
示　 （　　 〃 　　）  921

○保安林の指定予定　 （丹後広域振興局）  924
○公共測量の実施　 （用地課）   〃

公　　　　　告

○大規模小売店舗立地法に基づく変更の届
出　 （山城広域振興局）   〃

○都市計画生産緑地地区の変更に係る図書
の写しの縦覧　 （都市計画課）  925
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京都府告示第613号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項及び第115条の５第２項の規定により、次のとおり指定居宅サービ
ス事業者及び指定介護予防サービス事業者から廃止の届出があった。
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　令和６年12月17日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第614号

　京都府地域密着型サービス等整備等助成事業補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。

　　令和６年12月17日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府地域密着型サービス等整備等助成事業補助金交付要綱の一部を改正する告示

　京都府地域密着型サービス等整備等助成事業補助金交付要綱（平成22年京都府告示第27号）の一部を次のように改正
する。
　第２条第１号中「別記１－１の２の⑴及び別記１－２の２の⑴」を「別記１の２の⑴」に改め、同条第２号中「別記
１－１の２の⑵及び別記１－２の２の⑵」を「別記１の２の⑵」に改め、同条第３号中「別記１－１の２の⑶及び別記
１－２の２の⑶」を「別記１の２の⑶」に改め、同条第４号中「別記１－１の２の⑷」を「別記１の２の⑷」に改め、
同条第５号中「別記１－１の２の⑸及び別記１－２の２の⑷」を「別記１の２の⑸」に改め、同条第６号を削り、同条
第７号中「別記１－１の２の⑺及び別記１－２の２の⑸」を「別記１の２の⑺」に改め、同号を同条第６号とする。
　別表第１の１の項中「488万円」を「528万円」に、「512万4,000円」を「554万4,000円」に、「6,100万円」を「6,600
万円」に、「6,405万円」を「6,930万円」に、「260万円」を「282万円」に、「273万円」を「296万1,000円」に、「195万円」
を「211万円」に、「204万7,500円」を「221万5,500円」に、「3,660万円」を「3,960万円」に、「3,843万円」を「4,158
万円」に、「647万円」を「700万円」に、「679万3,500円」を「735万円」に、「1,300万円」を「1,410万円」に、「1,365
万円」を「1,480万5,000円」に、「971万円」を「1,050万円」に、「1,019万5,500円」を「1,102万5,000円」に、「130万
円」を「141万円」に、「136万5,000円」を「148万500円」に、「3,890万円」を「4,210万円」に、「4,084万5,000円」を
「4,420万5,000円」に、「123万円」を「133万円」に改め、同表の２の項中「91万4,000円」を「98万9,000円」に、「458
万円」を「496万円」に、「1,530万円」を「1,660万円」に、「45万8,000円」を「49万6,000円」に改め、「又は介護療養
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型医療施設から介護老人保健施設等への転換」及び

「

を削り、「導入支援」を「導

介護療養型医療施設から
転換して整備される次の
施設
⑴　介護老人保健施設
⑵　介護医療院
⑶　ケアハウス
⑷　有料老人ホーム
⑸ 　特別養護老人ホーム

及びこれに併設される
ショートステイ用居室

⑹ 　認知症高齢者グルー
プホーム

⑺ 　小規模多機能型居宅
介護事業所

⑻ 　看護小規模多機能型
居宅介護事業所

⑼　生活支援ハウス
⑽ 　サービス付き高齢者

向け住宅

１転換前床
当たり23万
9,000円

介護療養型老人保健施設
から転換して整備される
介護医療院

」
入支援事業」に、「763万円」を「825万円」に、「22万9,000円」を「24万8,000円」に、「229万円」を「248万円」に、「別
記２の２の㉞のロ及びハ」を「別記２の２の㉙のロ」に、「10万9,000円」を「11万8,000円」に改め、同表の４の項を
次のように改める。

４ 　既存
の特別
養護老
人ホー
ム等の
ユニッ
ト化改
修等支
援事業

⑴ 　既存施設
のユニット
化改修

市町村 特別養護老人ホーム 次の区分に応じ、
それぞれに定める
額
⑴ 　個室からユニ 

ット化への改修
　１整備床当た
り141万円

⑵ 　多床室（ユニ 
ット型個室的多
床室を含む。）
からユニット化
への改修　１整
備床当たり282
万円

対象施設の改修等（施設の整備
と一体的に整備されるもので
あって、知事が必要と認める整
備を含む。）に必要な工事費又
は工事請負費及び工事事務費
（市町村が補助金交付事業を実
施する場合にあっては、民間事
業者が既存施設のユニット化改
修、プライバシー保護のための
改修又は介護療養型医療施設の
介護老人保健施設等への転換整
備を実施するために要する経費
に対して市町村が補助金を交付
するために要する経費）

10分の10

介護老人保健施設

介護医療院

⑵ 　プライバ
シー保護の
ための改修

特別養護老人ホーム及び
これに併設されるショー
トステイ用居室（多床室
のものに限る。）

１整備床当たり86
万5,000円

⑶ 　介護施設
等における
看取り環境
整備

特別養護老人ホーム １施設当たり413
万円

対象施設の看取り環境又は共生
型サービス事業所の整備に必要
な経費であって、改修に係る工
事費又は工事請負費及び工事事
務費並びに設備整備に係る需用
費（修繕料に限る。）、使用料及
び賃借料並びに備品購入費（備
品設置に伴う工事費又は工事請
負費を含む。）に該当するもの

介護老人保健施設

介護医療院

養護老人ホーム

軽費老人ホーム
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認知症高齢者グループ
ホーム

（市町村が補助金交付事業を実
施する場合にあっては、民間事
業者が介護施設等における看取
り環境整備又は共生型サービス
事業所の整備を実施するために
要する経費に対して市町村が補
助金を交付するために要する経
費）

小規模多機能型居宅介護
事業所

看護小規模多機能型居宅
介護事業所

介護付きホーム（有料老
人ホーム又はサービス付
き高齢者向け住宅であっ
て、特定施設入居者生活
介護の指定を受けるもの
に限る。）

⑷ 　共生型サ 
ービス事業
所の整備

通所介護事業所 １施設当たり123
万円

短期入所生活介護事業所

小規模多機能型居宅介護
事業所

看護小規模多機能型居宅
介護事業所

　別表第１の備考を次のように改める。
備考　１ 　地域密着型サービス等整備等助成事業を実施しようとする場合において、１施設当たりで基準額を定め

る対象施設（定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所、介護予防拠点及び地域包括支援センターを除
く。）について、この告示による補助金を既に受けている施設が定員を増加するときは、基準額に定員増
加率（定員増加数（増加後の定員数から増加前の定員数を減じた数をいう。以下同じ。）を増加前の定員
数で除した割合（当該割合が１を超える場合には、１）をいう。以下同じ。）を乗じて得た額の補助金の
交付を受けることができる。

　　　２ 　小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所が定員を増加するときは、宿泊
サービス又は通いサービスのいずれの事業の定員数も減少しない場合はいずれか定員増加率の高い事業
（定員増加率が等しい場合にあっては、いずれかの事業）の増加前の定員数及び定員増加数を、いずれか
の事業の定員数が減少する場合は増加する事業の増加前の定員数及び総定員増加数（宿泊サービス及び通
いサービスの事業の増加後の定員数の合計から増加前の定員数の合計を減じた数をいう。）を用いて定員
増加率を算出し、基準額に当該定員増加率を乗じて得た額の補助金の交付を受けることができる。

　別表第２の１の項中「611万円」を「661万円」に、「500万円」を「541万円」に、「489万円」を「529万円」に改め、
同表の２の項を削り、同表の３の項中「別記１－１の２の⑺のイ及び別記１－２の２の⑸のイ」を「別記１の２の⑺の
イ」に改め、同項を同表の２の項とする。

　　　附　則

　この告示は、令和６年12月17日から施行し、この告示による改正後の京都府地域密着型サービス等整備等助成事業補
助金交付要綱の規定は、同年４月１日以後に実施された事業に係る補助金から適用する。
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　　令和６年12月11日から令和７年２月28日まで
３　測量の種類
　　公共測量（道路台帳図データ更新）

　公　　　　告　

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条
第２項の規定による変更の届出があったので、その届出
書及び添付書類を次のとおり縦覧に供する。
　なお、当該大規模小売店舗を設置している者がその周
辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項につい
て意見を有する者は、縦覧期間満了の日までに、大規模
小売店舗立地法施行細則（平成12年京都府規則第38号）
第８条第１項に規定する書面を添えて、意見書を提出す
ることができる。

　令和６年12月17日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　届出事項の概要
　⑴　届出者の名称及び住所並びに代表者の氏名
　　　コーナン商事株式会社
　　　堺市西区鳳東町四丁401番地１
　　　代表取締役　疋田　直太朗
　⑵　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　　ホームセンターコーナン精華台店
　　　相楽郡精華町精華台６丁目２番地
　⑶　変更の内容

変更しよう
とする事項 変 更 前 変 更 後 変　更 

年月日 変更理由

大規模小売
店舗内の店
舗面積の合
計

11,211㎡ 12,890㎡
令
 7. 7.29 店舗を新たに

増設するとと
もに、施設の
配置及び運営
方法を変更す
るため駐車場の位

置及び収容
台数

738台（ 添
付図面のと
おり）

452台（ 添
付図面のと
おり）

駐輪場の位
置及び収容
台数

670台（ 添
付図面のと
おり）

89台（添付
図面のとお
り）

荷さばき施
設の位置及
び面積

634㎡（ 添
付図面のと
おり）

230.1㎡（添
付図面のと
おり）

廃棄物等の
保管施設の
位置及び容
量

38.0㎥（添
付図面のと
おり）

59.0㎥（添
付図面のと
おり）

京都府告示第615号

　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の
規定により、次のとおり保安林の指定をする予定である。

　令和６年12月17日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　保安林予定森林の所在場所
　　京丹後市久美浜町竹藤小字吉田290から301まで、
306から312まで、312の１、313から315まで、小字高
蓮寺10115の１、10115の２、10116、10117、10117の
１

２　指定の目的
　　土砂の流出の防備
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　小字吉田309・312・312の１・313から315まで

・小字高蓮寺10115の１・10115の２・10116・
10117の１（以上10筆について次の図に示す部分
に限る。）

　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を
定めない。

　　ウ　主伐に係る伐採をすることができる立木は、当
該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計
画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹

種
　　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図
面及び関係書類を京都府丹後広域振興局農林商工部森づ
くり振興課及び京都府農林水産部森の保全推進課におい
て縦覧に供する。なお、京丹後市役所においてその図面
及び関係書類を閲覧することができる。）

京都府告示第616号

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用
する同法第14条第１項の規定により、次のとおり公共測
量を実施する旨測量計画機関の長である福知山市長から
通知があった。

　令和６年12月17日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　測量の地域
　　福知山市内
２　測量の期間
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大規模小売
店舗におい
て小売業を
行う者の開
店時刻及び
閉店時刻

開店時刻
平日
午前７時
日祝日
午前９時
閉店時刻
午後９時

開店時刻
未定小売業
者
午前９時
その他
午前６時30
分
閉店時刻
未定小売業
者
午後９時
その他
午後９時30
分

来客が駐車
場を利用す
ることがで
きる時間帯

平日
午前６時30
分から午後
９時30分ま
で
日祝日
午前８時30
分から午後
９時30分ま
で

午前６時か
ら午後10時
まで

荷さばき施
設において
荷さばきを
行うことが
できる時間
帯

午前７時か
ら午後９時
まで

午前６時か
ら午後10時
まで

２　届出年月日
　　令和６年11月28日
３　縦覧場所
　　京都府山城広域振興局農林商工部農商工連携・推進

課及び京都府商工労働観光部中小企業総合支援課
４　縦覧期間
　　令和６年12月17日から令和７年４月17日まで
５　意見書の提出先
　　京都府山城広域振興局農林商工部農商工連携・推進

課

　京都市から京都都市計画（京都国際文化観光都市建設
計画）生産緑地地区の変更に係る図書の写しの送付を受
けたので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条
第２項において準用する同法第20条第２項の規定によ
り、京都府建設交通部都市計画課において縦覧に供する。

　令和６年12月17日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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